
鴻
巣
市
国
民
健
康
保
険
の
お
知
ら
せ

問
い
合
わ
せ
／
国
保
年
金
課
保
険
担
当（
内
線
２
６
５
２
）・
年
金
担
当（
内
線
２
６
５
４
）

高
齢
受
給
者
証
の
送
付
／
国
民
健

康
保
険
高
齢
受
給
者
証
（
以
下

「
高
齢
証
」）の
一
斉
更
新
に
伴
い
、

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
国
民
健
康

保
険
被
保
険
者
に
対
し
て
、
平
成

27
年
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る

新
し
い
高
齢
証
を
７
月
中
に
送
付

し
ま
す

有
効
期
限
／
新
し
い
高
齢
証
の
有

効
期
限
は
平
成
28
年
７
月
31
日
で

す
が
、
そ
れ
ま
で
に
75
歳
を
迎
え

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度
へ
移

行
す
る
方
は
、
75
歳
に
な
る
誕
生

日
の
前
日
ま
で
と
な
り
ま
す

有
効
期
限
の
切
れ
た
高
齢
証
に
つ

い
て
／
国
保
年
金
課
又
は
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
ま
で
返
却
し
て
い

た
だ
く
か
、
ご
自
身
で
断
裁
す
る

な
ど
の
処
分
を
し
て
く
だ
さ
い

医
療
費
の
負
担
割
合
／
医
療
費
自

己
負
担
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
平

成
27
年
度
（
平
成
26
年
中
）
の
住

民
税
課
税
所
得
を
基
に
判
定
し
て

お
り
、
別
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　
た
だ
し
、
高
齢
証
に
該
当
す
る

■免除（全額免除・一部免除）申請
　本人・配偶者・世帯主の前年所得が一定
額以下の場合に、保険料の納付が全額又は
一部免除となります。一部免除については、
一部納付保険料を納付しないと未納期間と
なりますので、必ず納付してください。

■若年者納付猶予申請
　30歳未満の方で、本人・配偶者の前年所
得が一定額以下の場合に、申請手続きをす
ることにより、保険料の納付が猶予されま
す(世帯主の所得は審査の対象外です)。

被
保
険
者
が
２
人
以
上
い
る
世
帯

の
う
ち
、
３
割
負
担
の
該
当
者
が

１
人
で
も
い
る
場
合
、
そ
れ
以
外

の
高
齢
証
該
当
者
の
負
担
割
合
も

３
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
課
税
所
得
が
１

４
５
万
円
以
上
で
あ
っ
て
も
、
別

表
２
の
①
～
③
に
該
当
す
る
方

は
、
申
請
に
よ
り
、
別
表
１
の
住

民
税
課
税
所
得
１
４
５
万
円
未
満

の
負
担
割
合
と
な
り
ま
す
。
別
表

２
の
④
に
該
当
す
る
方
の
み
申
請

不
要
で
す
。
申
請
書
類
に
つ
い
て

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
し
た
場
合
、
医
療
費

が
高
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

ま
す
。「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る
と
、
医
療

機
関
へ
支
払
う
一
部
負
担
金
が
自
己

負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
及

び
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
の
方
が
入
院

し
た
際
、「
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
」
を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る

と
、
食
事
代
の
負
担
額
が
減
額
さ

れ
ま
す
。

交
付
要
件
／
国
民
健
康
保
険
税
に

滞
納
が
な
い
こ
と

認
定
証
の
申
請
窓
口
／
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

既
に
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
／
現

在
利
用
し
て
い
る
認
定
証
の
有
効

期
限
は
７
月
末
で
す
。
引
き
続
き

認
定
証
が
必
要
な
方
は
、
７
月
22

日
㈬
以
降
に
改
め
て
申
請
が
必
要

で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳
以
上
）

で
所
得
が
な
く
て
も
所
得
の
申
告

が
必
要
で
す
。
未
申
告
の
方
が
世

帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世
帯
と
判

定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑
を
持
参

の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お
越
し
く

だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
な
ど
で
医
療
費
の
一

部
負
担
金
（
自
己
負
担
分
）
の
月

額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き
は
、
申

請
に
よ
り
自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
金
額
が
高
額
療
養
費
と
し
て

支
給
さ
れ
ま
す
。

対
象
／
対
象
者
に
は
受
診
月
の
３

か
月
後
に
申
請
案
内
を
通
知
し
ま

す自
己
負
担
限
度
額
／
年
齢
が
70
歳

未
満
の
方
と
70
歳
以
上
75
歳
未
満

の
方
と
で
は
金
額
が
異
な
り
ま

す
。
ま
た
、
前
年
の
世
帯
の
所
得

に
よ
っ
て
も
異
な
り
ま
す
。
詳
細

は
国
保
年
金
課
へ
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い

そ
の
他
／
所
得
区
分
を
判
定
す
る

た
め
、
世
帯
全
員
の
所
得
の
把
握

が
必
要
で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳

以
上
）
で
所
得
が
な
く
て
も
所
得

の
申
告
が
必
要
で
す
。
未
申
告
の

方
が
世
帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世

帯
と
判
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑

を
持
参
の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お

越
し
く
だ
さ
い

保
険
証
と
国
民
健
康
保
険
証
を
持

参
の
う
え
届
出
し
て
く
だ
さ
い

　
世
帯
の
前
年
中
の
所
得
状
況
に

よ
り
、
均
等
割
の
７
割
・
５
割
・

２
割
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
ま

す
。
軽
減
を
受
け
る
た
め
の
申
請

手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
が
、

擬
制
世
帯
主
を
含
む
世
帯
主
、
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
の
所
得
税
の
確
定
申
告
や
住
民

税
の
申
告
を
基
に
判
定
し
ま
す
の

で
、
該
当
す
る
世
帯
で
申
告
し
て

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給

者
証
の
更
新
に
つ
い
て

納
税
通
知
書
の
内
容
を

確
認
し
て
く
だ
さ
い

限
度
額
適
用
認
定
証

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

高
額
療
養
費
支
給
制
度

●別表１
判定基準

医療費の
自己負担割合生年月日

平成27年度（平
成26年中）住民
税課税所得

昭和19年４月１日
以前に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 １割

昭和19年４月２日
以降に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 ２割

●別表２
同一世帯の70歳以上

7５歳未満の国保被保険者数
平成26年中の収入額

（④のみ総所得金額等－基礎控除額33万円）
負担割合
変更申請

① 1人 収入3８3万円未満 必要

② 1人 後期高齢者医療制度移行した方を含めた
収入合計が５20万円未満 必要

③ ２人以上 収入合計が５20万円未満 必要

④
昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の被保険者がいる世帯で、そ
の世帯に属する70歳以上7５歳未満の被保険者の総所得金額等から基礎控
除額33万円を差し引いた額の合計が210万円以下

不要

い
な
い
方
が
い
る
場
合
は
、
必
ず

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
　
※
収
入

が
な
か
っ
た
場
合
や
家
族
の
扶
養

親
族
で
あ
っ
た
場
合
で
も
申
告
が

必
要
で
す
。
な
お
、
平
成
27
年
度

よ
り
、５
割
及
び
２
割
に
お
い
て
、

左
表
の
と
お
り
軽
減
対
象
世
帯
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

　
平
成
22
年
度
よ
り
、
倒
産
や
解

雇
、
雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職

者
の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い

て
、
軽
減
の
制
度
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。

対
象
／
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る

方
　
○
平
成
21
年
３
月
31
日
以
降

の
離
職
で
、
離
職
日
現
在
65
歳
未

満
で
あ
り
、「
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
」
を
お
持
ち
の
方
　
○
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
理
由
欄

の
コ
ー
ド
が
「
11
・
12
・
21
・

22
・
23
・
31
・
32
・
33
・
34
」
の

い
ず
れ
か
の
方
　

算
定
方
法
／
前
年
の
給
与
所
得
を

１
０
０
分
の
30
と
し
て
算
定
し
ま

す注
意
／
○
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
の
う
ち
、
上
部
に
オ
レ
ン
ジ
色

や
緑
色
の
ラ
イ
ン
が
あ
る
も
の
に

つ
い
て
は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
　
○
「
雇
用
保
険
特
例
受
給

資
格
者
証
」、「
雇
用
保
険
高
年
齢

受
給
資
格
者
証
」
に
つ
い
て
も
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
　
○
離
職
日
以

降
、
国
保
以
外
の
医
療
保
険
（
退

職
後
の
任
意
継
続
保
険
を
除
く
会

社
の
健
康
保
険
等
）
の
加
入
期
間

な
ど
に
よ
り
、
該
当
し
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す

届
出
方
法
／
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
を
持
参
の
う
え
、
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

は
国
保
年
金
課
へ
確
認
し
て
く
だ

さ
い

高
齢
証
の
様
式
／
新
シ
ス
テ
ム
の

導
入
に
よ
り
、
高
齢
証
が
新
し
い

様
式
と
な
り
ま
し
た
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高
齢
受
給
者
証
の
送
付
／
国
民
健

康
保
険
高
齢
受
給
者
証
（
以
下

「
高
齢
証
」）の
一
斉
更
新
に
伴
い
、

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
国
民
健
康

保
険
被
保
険
者
に
対
し
て
、
平
成

27
年
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る

新
し
い
高
齢
証
を
７
月
中
に
送
付

し
ま
す

有
効
期
限
／
新
し
い
高
齢
証
の
有

効
期
限
は
平
成
28
年
７
月
31
日
で

す
が
、
そ
れ
ま
で
に
75
歳
を
迎
え

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度
へ
移

行
す
る
方
は
、
75
歳
に
な
る
誕
生

日
の
前
日
ま
で
と
な
り
ま
す

有
効
期
限
の
切
れ
た
高
齢
証
に
つ

い
て
／
国
保
年
金
課
又
は
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
ま
で
返
却
し
て
い

た
だ
く
か
、
ご
自
身
で
断
裁
す
る

な
ど
の
処
分
を
し
て
く
だ
さ
い

医
療
費
の
負
担
割
合
／
医
療
費
自

己
負
担
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
平

成
27
年
度
（
平
成
26
年
中
）
の
住

民
税
課
税
所
得
を
基
に
判
定
し
て

お
り
、
別
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　
た
だ
し
、
高
齢
証
に
該
当
す
る

　所得が少ないなどの理由で、保険料を納めることが経済的に困難な場合には、
本人の申請により保険料の納付が「免除」又は「猶予」される制度があります。
　今年度の免除等の受付は、７月１日から開始され、平成₂₇年７月分～平成₂₈
年６月分までの期間を対象として、平成₂₆年分の所得により審査します。
　学生の場合、本人の所得が一定額以下の場合には保険料の納付が猶予される
「学生納付特例制度」を利用していただくことになります。
申込み／国保年金課年金担当・両支所福祉グループ　
問い合わせ／大宮年金事務所（☎₀₄₈︲₆₅₂︲₃₃₉₉）・国保年金課年金担当（内線₂₄₃₇）

■免除（全額免除・一部免除）申請
　本人・配偶者・世帯主の前年所得が一定
額以下の場合に、保険料の納付が全額又は
一部免除となります。一部免除については、
一部納付保険料を納付しないと未納期間と
なりますので、必ず納付してください。

■若年者納付猶予申請
　30歳未満の方で、本人・配偶者の前年所
得が一定額以下の場合に、申請手続きをす
ることにより、保険料の納付が猶予されま
す(世帯主の所得は審査の対象外です)。

国民年金保険料の納付が困難な時は申請手続きを！

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
し
た
場
合
、
医
療
費

が
高
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

ま
す
。「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る
と
、
医
療

機
関
へ
支
払
う
一
部
負
担
金
が
自
己

負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
及

び
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
の
方
が
入
院

し
た
際
、「
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
」
を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る

と
、
食
事
代
の
負
担
額
が
減
額
さ

れ
ま
す
。

交
付
要
件
／
国
民
健
康
保
険
税
に

滞
納
が
な
い
こ
と

認
定
証
の
申
請
窓
口
／
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

既
に
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
／
現

在
利
用
し
て
い
る
認
定
証
の
有
効

期
限
は
７
月
末
で
す
。
引
き
続
き

認
定
証
が
必
要
な
方
は
、
７
月
22

日
㈬
以
降
に
改
め
て
申
請
が
必
要

で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳
以
上
）

で
所
得
が
な
く
て
も
所
得
の
申
告

が
必
要
で
す
。
未
申
告
の
方
が
世

帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世
帯
と
判

定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑
を
持
参

の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お
越
し
く

だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
な
ど
で
医
療
費
の
一

部
負
担
金
（
自
己
負
担
分
）
の
月

額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き
は
、
申

請
に
よ
り
自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
金
額
が
高
額
療
養
費
と
し
て

支
給
さ
れ
ま
す
。

対
象
／
対
象
者
に
は
受
診
月
の
３

か
月
後
に
申
請
案
内
を
通
知
し
ま

す自
己
負
担
限
度
額
／
年
齢
が
70
歳

未
満
の
方
と
70
歳
以
上
75
歳
未
満

の
方
と
で
は
金
額
が
異
な
り
ま

す
。
ま
た
、
前
年
の
世
帯
の
所
得

に
よ
っ
て
も
異
な
り
ま
す
。
詳
細

は
国
保
年
金
課
へ
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い

そ
の
他
／
所
得
区
分
を
判
定
す
る

た
め
、
世
帯
全
員
の
所
得
の
把
握

が
必
要
で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳

以
上
）
で
所
得
が
な
く
て
も
所
得

の
申
告
が
必
要
で
す
。
未
申
告
の

方
が
世
帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世

帯
と
判
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑

を
持
参
の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お

越
し
く
だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書

を
７
月
中
旬
に
世
帯
主
へ
送
付
し

ま
す
。
今
年
度
の
税
率
の
変
更
は

あ
り
ま
せ
ん
。

世
帯
の
課
税
内
容
／
医
療
保
険

分
、
支
援
金
分
、
介
護
保
険
分
と

し
て
計
算
さ
れ
、そ
の
内
容
は「
国

民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書
」
に

記
載
し
て
い
ま
す

個
人
の
課
税
内
容
／
国
民
健
康
保

険
税
個
人
賦
課
額
明
細
書
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
端
数
処
理

を
行
っ
て
い
な
い
こ
と
、
限
度
額

を
超
え
て
い
る
な
ど
の
事
由
に
よ

り
合
計
税
額
と
は
一
致
し
な
い
場

合
が
あ
り
ま
す

徴
収
方
法
／
普
通
徴
収
（
納
期
ご

と
に
口
座
振
替
や
納
付
書
に
よ
り

納
付
す
る
）
と
特
別
徴
収
（
年
金

か
ら
の
天
引
き
）
の
内
訳
が
記
載

さ
れ
て
い
ま
す
。
特
別
徴
収
の
対

象
者
で
今
年
度
中
に
世
帯
主
が
75

歳
と
な
る
場
合
は
、
特
別
徴
収
が

中
止
さ
れ
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す

そ
の
他
／
職
場
の
健
康
保
険
等
に

加
入
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
国
民

健
康
保
険
の
資
格
喪
失
届
出
が
必

要
で
す
。
国
保
年
金
課
・
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
に
、
職
場
の
健
康

保
険
証
と
国
民
健
康
保
険
証
を
持

参
の
う
え
届
出
し
て
く
だ
さ
い

　
世
帯
の
前
年
中
の
所
得
状
況
に

よ
り
、
均
等
割
の
７
割
・
５
割
・

２
割
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
ま

す
。
軽
減
を
受
け
る
た
め
の
申
請

手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
が
、

擬
制
世
帯
主
を
含
む
世
帯
主
、
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
の
所
得
税
の
確
定
申
告
や
住
民

税
の
申
告
を
基
に
判
定
し
ま
す
の

で
、
該
当
す
る
世
帯
で
申
告
し
て

納
税
通
知
書
の
内
容
を

確
認
し
て
く
だ
さ
い

保
険
税
の
軽
減
措
置

※擬制世帯主とは、国保の被保険者の属する世帯で、その世帯主が国保
に加入していない場合でも、国保税の納税義務者は世帯主となり、そ
の世帯主を擬制世帯主といいます。特定同一世帯所属者とは、国民健
康保険から後期高齢者医療制度へ移行した方で、継続して同一の世帯
に属する方です

●別表１
判定基準

医療費の
自己負担割合生年月日

平成27年度（平
成26年中）住民
税課税所得

昭和19年４月１日
以前に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 １割

昭和19年４月２日
以降に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 ２割

●軽減割合の比較

軽減割合 変更前 変更後

７割 基礎控除額33万円
を超えない世帯 変更なし

５割

基 礎 控 除 額33万
円＋2４．５万円×︵被
保険者数＋特定同
一世帯所属者数）
を超えない世帯

基礎控除額33万円＋26万円×
（被保険者数＋特定同一世帯
所属者数）を超えない世帯

２割

基 礎 控 除 額33万
円＋４５万円× ︵被
保険者数＋特定同
一世帯所属者数）
を超えない世帯

基礎控除額33万円＋４7万円×
（被保険者数＋特定同一世帯
所属者数）を超えない世帯

●別表２
同一世帯の70歳以上

7５歳未満の国保被保険者数
平成26年中の収入額

（④のみ総所得金額等－基礎控除額33万円）
負担割合
変更申請

① 1人 収入3８3万円未満 必要

② 1人 後期高齢者医療制度移行した方を含めた
収入合計が５20万円未満 必要

③ ２人以上 収入合計が５20万円未満 必要

④
昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の被保険者がいる世帯で、そ
の世帯に属する70歳以上7５歳未満の被保険者の総所得金額等から基礎控
除額33万円を差し引いた額の合計が210万円以下

不要

い
な
い
方
が
い
る
場
合
は
、
必
ず

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
　
※
収
入

が
な
か
っ
た
場
合
や
家
族
の
扶
養

親
族
で
あ
っ
た
場
合
で
も
申
告
が

必
要
で
す
。
な
お
、
平
成
27
年
度

よ
り
、５
割
及
び
２
割
に
お
い
て
、

左
表
の
と
お
り
軽
減
対
象
世
帯
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

　
平
成
22
年
度
よ
り
、
倒
産
や
解

雇
、
雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職

者
の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い

て
、
軽
減
の
制
度
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。

対
象
／
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る

方
　
○
平
成
21
年
３
月
31
日
以
降

の
離
職
で
、
離
職
日
現
在
65
歳
未

満
で
あ
り
、「
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
」
を
お
持
ち
の
方
　
○
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
理
由
欄

の
コ
ー
ド
が
「
11
・
12
・
21
・

22
・
23
・
31
・
32
・
33
・
34
」
の

い
ず
れ
か
の
方
　

算
定
方
法
／
前
年
の
給
与
所
得
を

１
０
０
分
の
30
と
し
て
算
定
し
ま

す注
意
／
○
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
の
う
ち
、
上
部
に
オ
レ
ン
ジ
色

や
緑
色
の
ラ
イ
ン
が
あ
る
も
の
に

つ
い
て
は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
　
○
「
雇
用
保
険
特
例
受
給

資
格
者
証
」、「
雇
用
保
険
高
年
齢

受
給
資
格
者
証
」
に
つ
い
て
も
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
　
○
離
職
日
以

降
、
国
保
以
外
の
医
療
保
険
（
退

職
後
の
任
意
継
続
保
険
を
除
く
会

社
の
健
康
保
険
等
）
の
加
入
期
間

な
ど
に
よ
り
、
該
当
し
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す

届
出
方
法
／
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
を
持
参
の
う
え
、
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

そ
の
他
の
軽
減
措
置
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鴻
巣
市
国
民
健
康
保
険
の
お
知
ら
せ

問
い
合
わ
せ
／
国
保
年
金
課
保
険
担
当（
内
線
２
６
５
２
）・
年
金
担
当（
内
線
２
６
５
４
）

高
齢
受
給
者
証
の
送
付
／
国
民
健

康
保
険
高
齢
受
給
者
証
（
以
下

「
高
齢
証
」）の
一
斉
更
新
に
伴
い
、

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
国
民
健
康

保
険
被
保
険
者
に
対
し
て
、
平
成

27
年
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る

新
し
い
高
齢
証
を
７
月
中
に
送
付

し
ま
す

有
効
期
限
／
新
し
い
高
齢
証
の
有

効
期
限
は
平
成
28
年
７
月
31
日
で

す
が
、
そ
れ
ま
で
に
75
歳
を
迎
え

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度
へ
移

行
す
る
方
は
、
75
歳
に
な
る
誕
生

日
の
前
日
ま
で
と
な
り
ま
す

有
効
期
限
の
切
れ
た
高
齢
証
に
つ

い
て
／
国
保
年
金
課
又
は
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
ま
で
返
却
し
て
い

た
だ
く
か
、
ご
自
身
で
断
裁
す
る

な
ど
の
処
分
を
し
て
く
だ
さ
い

医
療
費
の
負
担
割
合
／
医
療
費
自

己
負
担
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
平

成
27
年
度
（
平
成
26
年
中
）
の
住

民
税
課
税
所
得
を
基
に
判
定
し
て

お
り
、
別
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　
た
だ
し
、
高
齢
証
に
該
当
す
る

■免除（全額免除・一部免除）申請
　本人・配偶者・世帯主の前年所得が一定
額以下の場合に、保険料の納付が全額又は
一部免除となります。一部免除については、
一部納付保険料を納付しないと未納期間と
なりますので、必ず納付してください。

■若年者納付猶予申請
　30歳未満の方で、本人・配偶者の前年所
得が一定額以下の場合に、申請手続きをす
ることにより、保険料の納付が猶予されま
す(世帯主の所得は審査の対象外です)。

被
保
険
者
が
２
人
以
上
い
る
世
帯

の
う
ち
、
３
割
負
担
の
該
当
者
が

１
人
で
も
い
る
場
合
、
そ
れ
以
外

の
高
齢
証
該
当
者
の
負
担
割
合
も

３
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
課
税
所
得
が
１

４
５
万
円
以
上
で
あ
っ
て
も
、
別

表
２
の
①
～
③
に
該
当
す
る
方

は
、
申
請
に
よ
り
、
別
表
１
の
住

民
税
課
税
所
得
１
４
５
万
円
未
満

の
負
担
割
合
と
な
り
ま
す
。
別
表

２
の
④
に
該
当
す
る
方
の
み
申
請

不
要
で
す
。
申
請
書
類
に
つ
い
て

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
し
た
場
合
、
医
療
費

が
高
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

ま
す
。「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る
と
、
医
療

機
関
へ
支
払
う
一
部
負
担
金
が
自
己

負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
及

び
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
の
方
が
入
院

し
た
際
、「
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
」
を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る

と
、
食
事
代
の
負
担
額
が
減
額
さ

れ
ま
す
。

交
付
要
件
／
国
民
健
康
保
険
税
に

滞
納
が
な
い
こ
と

認
定
証
の
申
請
窓
口
／
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

既
に
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
／
現

在
利
用
し
て
い
る
認
定
証
の
有
効

期
限
は
７
月
末
で
す
。
引
き
続
き

認
定
証
が
必
要
な
方
は
、
７
月
22

日
㈬
以
降
に
改
め
て
申
請
が
必
要

で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳
以
上
）

で
所
得
が
な
く
て
も
所
得
の
申
告

が
必
要
で
す
。
未
申
告
の
方
が
世

帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世
帯
と
判

定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑
を
持
参

の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お
越
し
く

だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
な
ど
で
医
療
費
の
一

部
負
担
金
（
自
己
負
担
分
）
の
月

額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き
は
、
申

請
に
よ
り
自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
金
額
が
高
額
療
養
費
と
し
て

支
給
さ
れ
ま
す
。

対
象
／
対
象
者
に
は
受
診
月
の
３

か
月
後
に
申
請
案
内
を
通
知
し
ま

す自
己
負
担
限
度
額
／
年
齢
が
70
歳

未
満
の
方
と
70
歳
以
上
75
歳
未
満

の
方
と
で
は
金
額
が
異
な
り
ま

す
。
ま
た
、
前
年
の
世
帯
の
所
得

に
よ
っ
て
も
異
な
り
ま
す
。
詳
細

は
国
保
年
金
課
へ
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い

そ
の
他
／
所
得
区
分
を
判
定
す
る

た
め
、
世
帯
全
員
の
所
得
の
把
握

が
必
要
で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳

以
上
）
で
所
得
が
な
く
て
も
所
得

の
申
告
が
必
要
で
す
。
未
申
告
の

方
が
世
帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世

帯
と
判
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑

を
持
参
の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お

越
し
く
だ
さ
い

保
険
証
と
国
民
健
康
保
険
証
を
持

参
の
う
え
届
出
し
て
く
だ
さ
い

　
世
帯
の
前
年
中
の
所
得
状
況
に

よ
り
、
均
等
割
の
７
割
・
５
割
・

２
割
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
ま

す
。
軽
減
を
受
け
る
た
め
の
申
請

手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
が
、

擬
制
世
帯
主
を
含
む
世
帯
主
、
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
の
所
得
税
の
確
定
申
告
や
住
民

税
の
申
告
を
基
に
判
定
し
ま
す
の

で
、
該
当
す
る
世
帯
で
申
告
し
て

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給

者
証
の
更
新
に
つ
い
て

納
税
通
知
書
の
内
容
を

確
認
し
て
く
だ
さ
い

限
度
額
適
用
認
定
証

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

高
額
療
養
費
支
給
制
度

●別表１
判定基準

医療費の
自己負担割合生年月日

平成27年度（平
成26年中）住民
税課税所得

昭和19年４月１日
以前に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 １割

昭和19年４月２日
以降に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 ２割

●別表２
同一世帯の70歳以上

7５歳未満の国保被保険者数
平成26年中の収入額

（④のみ総所得金額等－基礎控除額33万円）
負担割合
変更申請

① 1人 収入3８3万円未満 必要

② 1人 後期高齢者医療制度移行した方を含めた
収入合計が５20万円未満 必要

③ ２人以上 収入合計が５20万円未満 必要

④
昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の被保険者がいる世帯で、そ
の世帯に属する70歳以上7５歳未満の被保険者の総所得金額等から基礎控
除額33万円を差し引いた額の合計が210万円以下

不要

い
な
い
方
が
い
る
場
合
は
、
必
ず

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
　
※
収
入

が
な
か
っ
た
場
合
や
家
族
の
扶
養

親
族
で
あ
っ
た
場
合
で
も
申
告
が

必
要
で
す
。
な
お
、
平
成
27
年
度

よ
り
、５
割
及
び
２
割
に
お
い
て
、

左
表
の
と
お
り
軽
減
対
象
世
帯
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

　
平
成
22
年
度
よ
り
、
倒
産
や
解

雇
、
雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職

者
の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い

て
、
軽
減
の
制
度
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。

対
象
／
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る

方
　
○
平
成
21
年
３
月
31
日
以
降

の
離
職
で
、
離
職
日
現
在
65
歳
未

満
で
あ
り
、「
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
」
を
お
持
ち
の
方
　
○
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
理
由
欄

の
コ
ー
ド
が
「
11
・
12
・
21
・

22
・
23
・
31
・
32
・
33
・
34
」
の

い
ず
れ
か
の
方
　

算
定
方
法
／
前
年
の
給
与
所
得
を

１
０
０
分
の
30
と
し
て
算
定
し
ま

す注
意
／
○
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
の
う
ち
、
上
部
に
オ
レ
ン
ジ
色

や
緑
色
の
ラ
イ
ン
が
あ
る
も
の
に

つ
い
て
は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
　
○
「
雇
用
保
険
特
例
受
給

資
格
者
証
」、「
雇
用
保
険
高
年
齢

受
給
資
格
者
証
」
に
つ
い
て
も
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
　
○
離
職
日
以

降
、
国
保
以
外
の
医
療
保
険
（
退

職
後
の
任
意
継
続
保
険
を
除
く
会

社
の
健
康
保
険
等
）
の
加
入
期
間

な
ど
に
よ
り
、
該
当
し
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す

届
出
方
法
／
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
を
持
参
の
う
え
、
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

は
国
保
年
金
課
へ
確
認
し
て
く
だ

さ
い

高
齢
証
の
様
式
／
新
シ
ス
テ
ム
の

導
入
に
よ
り
、
高
齢
証
が
新
し
い

様
式
と
な
り
ま
し
た
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高
齢
受
給
者
証
の
送
付
／
国
民
健

康
保
険
高
齢
受
給
者
証
（
以
下

「
高
齢
証
」）の
一
斉
更
新
に
伴
い
、

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
国
民
健
康

保
険
被
保
険
者
に
対
し
て
、
平
成

27
年
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る

新
し
い
高
齢
証
を
７
月
中
に
送
付

し
ま
す

有
効
期
限
／
新
し
い
高
齢
証
の
有

効
期
限
は
平
成
28
年
７
月
31
日
で

す
が
、
そ
れ
ま
で
に
75
歳
を
迎
え

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
制
度
へ
移

行
す
る
方
は
、
75
歳
に
な
る
誕
生

日
の
前
日
ま
で
と
な
り
ま
す

有
効
期
限
の
切
れ
た
高
齢
証
に
つ

い
て
／
国
保
年
金
課
又
は
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
ま
で
返
却
し
て
い

た
だ
く
か
、
ご
自
身
で
断
裁
す
る

な
ど
の
処
分
を
し
て
く
だ
さ
い

医
療
費
の
負
担
割
合
／
医
療
費
自

己
負
担
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
平

成
27
年
度
（
平
成
26
年
中
）
の
住

民
税
課
税
所
得
を
基
に
判
定
し
て

お
り
、
別
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　
た
だ
し
、
高
齢
証
に
該
当
す
る

　所得が少ないなどの理由で、保険料を納めることが経済的に困難な場合には、
本人の申請により保険料の納付が「免除」又は「猶予」される制度があります。
　今年度の免除等の受付は、７月１日から開始され、平成₂₇年７月分～平成₂₈
年６月分までの期間を対象として、平成₂₆年分の所得により審査します。
　学生の場合、本人の所得が一定額以下の場合には保険料の納付が猶予される
「学生納付特例制度」を利用していただくことになります。
申込み／国保年金課年金担当・両支所福祉グループ　
問い合わせ／大宮年金事務所（☎₀₄₈︲₆₅₂︲₃₃₉₉）・国保年金課年金担当（内線₂₄₃₇）

■免除（全額免除・一部免除）申請
　本人・配偶者・世帯主の前年所得が一定
額以下の場合に、保険料の納付が全額又は
一部免除となります。一部免除については、
一部納付保険料を納付しないと未納期間と
なりますので、必ず納付してください。

■若年者納付猶予申請
　30歳未満の方で、本人・配偶者の前年所
得が一定額以下の場合に、申請手続きをす
ることにより、保険料の納付が猶予されま
す(世帯主の所得は審査の対象外です)。

国民年金保険料の納付が困難な時は申請手続きを！

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
し
た
場
合
、
医
療
費

が
高
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

ま
す
。「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る
と
、
医
療

機
関
へ
支
払
う
一
部
負
担
金
が
自
己

負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
及

び
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
の
方
が
入
院

し
た
際
、「
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
」
を
医
療
機
関
へ
提
示
す
る

と
、
食
事
代
の
負
担
額
が
減
額
さ

れ
ま
す
。

交
付
要
件
／
国
民
健
康
保
険
税
に

滞
納
が
な
い
こ
と

認
定
証
の
申
請
窓
口
／
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

既
に
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
／
現

在
利
用
し
て
い
る
認
定
証
の
有
効

期
限
は
７
月
末
で
す
。
引
き
続
き

認
定
証
が
必
要
な
方
は
、
７
月
22

日
㈬
以
降
に
改
め
て
申
請
が
必
要

で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳
以
上
）

で
所
得
が
な
く
て
も
所
得
の
申
告

が
必
要
で
す
。
未
申
告
の
方
が
世

帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世
帯
と
判

定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑
を
持
参

の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お
越
し
く

だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
が
入
院
な
ど
で
医
療
費
の
一

部
負
担
金
（
自
己
負
担
分
）
の
月

額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き
は
、
申

請
に
よ
り
自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
金
額
が
高
額
療
養
費
と
し
て

支
給
さ
れ
ま
す
。

対
象
／
対
象
者
に
は
受
診
月
の
３

か
月
後
に
申
請
案
内
を
通
知
し
ま

す自
己
負
担
限
度
額
／
年
齢
が
70
歳

未
満
の
方
と
70
歳
以
上
75
歳
未
満

の
方
と
で
は
金
額
が
異
な
り
ま

す
。
ま
た
、
前
年
の
世
帯
の
所
得

に
よ
っ
て
も
異
な
り
ま
す
。
詳
細

は
国
保
年
金
課
へ
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い

そ
の
他
／
所
得
区
分
を
判
定
す
る

た
め
、
世
帯
全
員
の
所
得
の
把
握

が
必
要
で
す
。
扶
養
家
族
（
16
歳

以
上
）
で
所
得
が
な
く
て
も
所
得

の
申
告
が
必
要
で
す
。
未
申
告
の

方
が
世
帯
に
い
る
と
上
位
所
得
世

帯
と
判
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
印
鑑

を
持
参
の
う
え
国
保
年
金
課
へ
お

越
し
く
だ
さ
い

　
国
民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書

を
７
月
中
旬
に
世
帯
主
へ
送
付
し

ま
す
。
今
年
度
の
税
率
の
変
更
は

あ
り
ま
せ
ん
。

世
帯
の
課
税
内
容
／
医
療
保
険

分
、
支
援
金
分
、
介
護
保
険
分
と

し
て
計
算
さ
れ
、そ
の
内
容
は「
国

民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書
」
に

記
載
し
て
い
ま
す

個
人
の
課
税
内
容
／
国
民
健
康
保

険
税
個
人
賦
課
額
明
細
書
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
端
数
処
理

を
行
っ
て
い
な
い
こ
と
、
限
度
額

を
超
え
て
い
る
な
ど
の
事
由
に
よ

り
合
計
税
額
と
は
一
致
し
な
い
場

合
が
あ
り
ま
す

徴
収
方
法
／
普
通
徴
収
（
納
期
ご

と
に
口
座
振
替
や
納
付
書
に
よ
り

納
付
す
る
）
と
特
別
徴
収
（
年
金

か
ら
の
天
引
き
）
の
内
訳
が
記
載

さ
れ
て
い
ま
す
。
特
別
徴
収
の
対

象
者
で
今
年
度
中
に
世
帯
主
が
75

歳
と
な
る
場
合
は
、
特
別
徴
収
が

中
止
さ
れ
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す

そ
の
他
／
職
場
の
健
康
保
険
等
に

加
入
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
国
民

健
康
保
険
の
資
格
喪
失
届
出
が
必

要
で
す
。
国
保
年
金
課
・
両
支
所

福
祉
グ
ル
ー
プ
に
、
職
場
の
健
康

保
険
証
と
国
民
健
康
保
険
証
を
持

参
の
う
え
届
出
し
て
く
だ
さ
い

　
世
帯
の
前
年
中
の
所
得
状
況
に

よ
り
、
均
等
割
の
７
割
・
５
割
・

２
割
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
ま

す
。
軽
減
を
受
け
る
た
め
の
申
請

手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
が
、

擬
制
世
帯
主
を
含
む
世
帯
主
、
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
の
所
得
税
の
確
定
申
告
や
住
民

税
の
申
告
を
基
に
判
定
し
ま
す
の

で
、
該
当
す
る
世
帯
で
申
告
し
て

納
税
通
知
書
の
内
容
を

確
認
し
て
く
だ
さ
い

保
険
税
の
軽
減
措
置

※擬制世帯主とは、国保の被保険者の属する世帯で、その世帯主が国保
に加入していない場合でも、国保税の納税義務者は世帯主となり、そ
の世帯主を擬制世帯主といいます。特定同一世帯所属者とは、国民健
康保険から後期高齢者医療制度へ移行した方で、継続して同一の世帯
に属する方です

●別表１
判定基準

医療費の
自己負担割合生年月日

平成27年度（平
成26年中）住民
税課税所得

昭和19年４月１日
以前に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 １割

昭和19年４月２日
以降に生まれた方

1４５万円以上 ３割

1４５万円未満 ２割

●軽減割合の比較

軽減割合 変更前 変更後

７割 基礎控除額33万円
を超えない世帯 変更なし

５割

基 礎 控 除 額33万
円＋2４．５万円×︵被
保険者数＋特定同
一世帯所属者数）
を超えない世帯

基礎控除額33万円＋26万円×
（被保険者数＋特定同一世帯
所属者数）を超えない世帯

２割

基 礎 控 除 額33万
円＋４５万円× ︵被
保険者数＋特定同
一世帯所属者数）
を超えない世帯

基礎控除額33万円＋４7万円×
（被保険者数＋特定同一世帯
所属者数）を超えない世帯

●別表２
同一世帯の70歳以上

7５歳未満の国保被保険者数
平成26年中の収入額

（④のみ総所得金額等－基礎控除額33万円）
負担割合
変更申請

① 1人 収入3８3万円未満 必要

② 1人 後期高齢者医療制度移行した方を含めた
収入合計が５20万円未満 必要

③ ２人以上 収入合計が５20万円未満 必要

④
昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の被保険者がいる世帯で、そ
の世帯に属する70歳以上7５歳未満の被保険者の総所得金額等から基礎控
除額33万円を差し引いた額の合計が210万円以下

不要

い
な
い
方
が
い
る
場
合
は
、
必
ず

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
　
※
収
入

が
な
か
っ
た
場
合
や
家
族
の
扶
養

親
族
で
あ
っ
た
場
合
で
も
申
告
が

必
要
で
す
。
な
お
、
平
成
27
年
度

よ
り
、５
割
及
び
２
割
に
お
い
て
、

左
表
の
と
お
り
軽
減
対
象
世
帯
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

　
平
成
22
年
度
よ
り
、
倒
産
や
解

雇
、
雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職

者
の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い

て
、
軽
減
の
制
度
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。

対
象
／
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る

方
　
○
平
成
21
年
３
月
31
日
以
降

の
離
職
で
、
離
職
日
現
在
65
歳
未

満
で
あ
り
、「
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
」
を
お
持
ち
の
方
　
○
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
理
由
欄

の
コ
ー
ド
が
「
11
・
12
・
21
・

22
・
23
・
31
・
32
・
33
・
34
」
の

い
ず
れ
か
の
方
　

算
定
方
法
／
前
年
の
給
与
所
得
を

１
０
０
分
の
30
と
し
て
算
定
し
ま

す注
意
／
○
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
の
う
ち
、
上
部
に
オ
レ
ン
ジ
色

や
緑
色
の
ラ
イ
ン
が
あ
る
も
の
に

つ
い
て
は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
　
○
「
雇
用
保
険
特
例
受
給

資
格
者
証
」、「
雇
用
保
険
高
年
齢

受
給
資
格
者
証
」
に
つ
い
て
も
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
　
○
離
職
日
以

降
、
国
保
以
外
の
医
療
保
険
（
退

職
後
の
任
意
継
続
保
険
を
除
く
会

社
の
健
康
保
険
等
）
の
加
入
期
間

な
ど
に
よ
り
、
該
当
し
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す

届
出
方
法
／
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
を
持
参
の
う
え
、
国
保
年
金

課
・
両
支
所
福
祉
グ
ル
ー
プ

そ
の
他
の
軽
減
措
置
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